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はじめに 

 

情報化施工は、情報通信技術の適用により高効率・高精度な施工を実現するものであり、工事施

工中においては、施工管理データの連続的な取得を可能とするものである。そのため、施工管理に

おいては従来よりも多くの点で品質管理が可能となり、これまで以上の品質確保が期待される。 

施工者においては、実施する施工管理にあっては、施工管理データの取得によりトレーサビリテ

ィが確保されるとともに、高精度の施工やデータ管理の簡略化・書類の作成に係る負荷の軽減等が

可能となる。また、発注者においては、従来の監督職員による現場確認が施工管理データの数値チ

ェック等で代替可能となる他、検査職員による出来形・品質管理の規格値等の確認についても数値

の自動チェックが今後可能となるなどの効果が期待される。 

 

情報化施工技術のうち、ＩＣＴ建設機械を用いた施工では、丁張りの削減や作業効率の向上など、

様々な導入効果が得られるが、ＩＣＴ建設機械の作業装置の施工中の軌跡（施工履歴データと記載）

を記録することが出来るものがあり、適切な精度管理を行ったうえでこの軌跡データを出来形管理

に活用することにより、出来形管理作業の大幅な効率化、省力化が期待できる。特に施工中や施工

後に降雨に伴う河川の水位増加等により常に、あるいは一時的に水面下に没する河床部分の掘削や、

浚渫工における水底の掘削では、ＴＬＳ等の既存の出来形計測技術による出来形計測が困難である

が、代替として施工履歴データを活用した出来形管理手法を用いることにより、作業効率が飛躍的

に向上する。 

そこで、情報化施工の項目のひとつとして、施工履歴データを利用した出来形計測・出来高算出

方法を整理した。この方法は、既存の面的な出来形計測技術や、従来の巻尺、レベルあるいはＴＳ

を用いる方法に比べて、以下の優位性をもつ。 

(1) 従来の出来形管理手法では把握できなかった面的な出来形が把握できる。 

(2) 河床掘削工や浚渫工等で実施される水中等の出来形計測作業が効率化する。 

(3) 施工中に出来形を把握することができ、出来形の確認と修正施工のサイクルが迅速化する。 

一方、施工履歴データを用いた計測では、従来の巻尺、レベルやＴＳによる計測に比べて以下の

留意点がある。 

(1) ＩＣＴ建設機械の作業装置の位置は、GNSS や各種センサを統合したシステムにより計測され

るため、現場においてシステム全体の精度管理を適切に行う必要がある。 

(2) 取得データの計測密度が既存の面的な出来形計測技術と比べて著しく小さい。 

 

本管理要領を用いた施工管理の実施にあたっては、本管理要領の主旨、記載内容をよく理解する

とともに、実際の施工管理においては、機器の適切な調達及び管理等を行うとともに、適切な施工

管理の下で施工を行うものとする。 

今後、現場のニーズや本技術の活用目的に対し、更なる機能の開発等技術的発展が実現されるこ

とが期待され、その場合、本管理要領も適宜内容を改善していくこととしている。 

なお、本管理要領は発注者が行う監督・検査に関する要領と併せて作成しており、監督・検査に

ついては、「施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）」を参照していた

だきたい。 
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第１章   総則 
１－１  目 的 

本管理要領は、ＩＣＴ建設機械から取得した施工履歴データ（以下、「施工履歴データ」とい

う）を用いた出来形計測及び出来形管理が、効率的かつ正確に実施されるために、以下の事項

について明確化することを主な目的として策定したものである。 

1) 施工履歴データを用いた出来形計測の基本的な取扱い方法や計測方法 

2) 計測点群データの処理方法 

3) 出来形管理の方法と具体的手順、出来形管理基準及び規格値 

【解説】 

本管理要領は、施工履歴データを用いた出来形計測及び出来形管理・出来高算出の方法を規定

するものである。 

ＩＣＴ建設機械は、オペレータへの操作支援または作業装置の自動制御を行うため、施工中は

作業装置の３次元座標をリアルタイムで取得している。この３次元座標は、取得時刻等ととも

に記録、保存される。（以降、記録データを「施工履歴データ」という） 

施工中に得られた施工履歴データと点群処理ソフトウェアを用いて、出来形を面的に把握した

り出来形数量等を容易に算出することが可能となり、従来の計測にかかる手間の大幅な削減と、

面的な出来形の形状取得が可能で、従来の巻尺・レベルによる幅・長さの計測や、高さの計測

は不要である。また、施工と同時に施工履歴データが記録されるため、出来形計測を待たず、

次工程の段取りが可能となるため、施工管理の手間とコストの削減が期待できる。 

以上のように施工履歴データ及び３次元データが扱えるソフトウェア等の利用効果は大きい

が、大量の計測点群データの処理が必要なことから、従来の巻尺・レベルによる出来形管理の

方法とは異なる出来形計測手順や管理基準を明確に示す必要がある。 

 

 
図 １－１ 出来形管理の主な手順 
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１－２  適用の範囲 

本管理要領は、ＩＣＴ建設機械を用いて施工し、施工履歴データを用いて行う出来形計測及び

出来形管理に適用する。適用する工種は表１－１のとおりとする。 
【解説】 

1）測定方法 

本管理要領は、ＩＣＴ建設機械を用いて施工した施工履歴データを用いて行う出来形計測お

よび出来形管理を対象とする。 

2）適用工種 

適用工種を土木工事施工管理基準における分類で示すと、表 １－１のとおりである。 

 

表 １－１ 適用工種区分 

編 章 節 工 種 摘 要 

共通編 一般施工 浚渫工 共通 
浚渫船運転工 

（バックホウ浚渫船）
※ 

 

河川編 浚渫（川） 
浚渫工 

（バックホウ
浚渫船） 

浚渫船運転工  

（土木工事施工管理基準の工種区分より）                          

 ※グラブ浚渫船は対象外とする 

 

3）使用する建設機械 

 本要領を適用するためには、ＩＣＴ建設機械を使用する必要がある。 

 

4）対象となる作業の範囲 

本管理要領で示す作業の範囲は、図 １－２の実線部分（施工計画、準備工の一部、施工、

出来形計測、出来高算出、完成検査準備及び完成検査）である。しかし、施工履歴データを用

いた出来形の把握、出来高の確認は施工全体の工程管理や全体マネジメントに有効であり、次

図の破線部分においても、作業の効率化が期待できる。作業の効率化は情報化施工の目的に合

致するものであり、本管理要領は施工履歴データを日々の出来形把握、出来高把握等の自主管

理等に活用することを何ら妨げない。 
 

 
 

 
 
 
 

図 １－２ 本管理要領の対象となる業務の範囲 
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１－３  本管理要領（素案）に記載のない事項 

本管理要領（素案）に定められていない事項については、以下の基準によるものとする。 

1）「土木工事共通仕様書」（国土交通省各地方整備局） 

2）「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」（国土交通省各地方整備局） 

3）「写真管理基準(案)」（国土交通省各地方整備局） 

4）「土木工事数量算出要領(案)」（国土交通省各地方整備局） 

5）「工事完成図書の電子納品等要領」（国土交通省） 

6）「国土交通省 公共測量作業規程」（国土交通省） 

7）「施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（河川浚渫工事編）（案）」（国土

交通省） 

注 1）上記基準類の名称は各地方整備局で若干異なる。 

注 2）「国土交通省 公共測量作業規程」（国土交通省）は、「作業規程の準則」を準用する。 

【解説】 

本管理要領は、「土木工事共通仕様書」、「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」、「写真管

理基準（案）」及び「土木工事数量算出要領」で定められている基準に基づき、施工履歴データ

を用いた出来形管理の実施方法、管理基準等を規定するものとして位置づける。本管理要領に

記載のない事項については関連する基準類に従うものとする。 

 
 
１－４  用語の解説 

本管理要領で使用する用語を以下に解説する。 

【ＩＣＴ建設機械】 

ＩＣＴ建設機械とは、一般には以下に示す３Ｄ、２Ｄの建設機械の総称として用いるが、本

要領では、 施工中の建設機械の作業装置位置の３次元座標を取得することができる３ＤＭＣ、

３ＤＭＧを搭載した建設機械を「ＩＣＴ建設機械」という。 なお、２ＤＭＣ、２ＤＭＧにつ

いては、施工中の作業装置の３次元座標を取得することができないため、本要領を適用した施

工履歴データによる出来形管理には使用できないが、現場での使用を妨げるものではない。 

【ＩＣＴバックホウ】 

３ＤＭＣ・３ＤＭＧを搭載したバックホウをいう 

【３ＤＭＧバックホウ】  

作業装置先端の３次元座標を建設機械本体に搭載する３次元設計データと比較し、その結果

をモニターによりガイダンス（ＭＧ）するバックホウをいう。測位は、バックホウ背面に取り

付けたＧＮＳＳア ンテナまたはＴＳターゲットとブーム、アーム、バケット、本体に取り付

けた傾斜センサ等の情報から 作業装置先端の座標を計算する。 

【施工履歴データ】  

ＩＣＴ建設機械により施工しながら計測されるＩＣＴ建設機械の作業装置の３次元座標、取

得時刻、その時の建設機械の状態等の記録をいう。 
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【操作支援システム】  

ＩＣＴ建設機械に搭載されている、作業装置の自動制御やモニターによりオペレータへの操

作支援を 行うとともに、作業装置位置の３次元座標や建設機械の作業状態の情報を記録して

いるシステムをいう。 

【ＴＳ】 

トータルステーション（Total Station）の略。１台の機械で角度（鉛直角・水平角）と距

離を同時に測定することができる電子式測距測角儀のことである。計測した角度と距離から未

知点の座標計算を瞬時に行うことができ、計測データの記録及び外部機器への出力ができる。

標定点の座標取得、及び実地検査に利用される。 
【施工履歴データを用いた出来形管理】  

施工履歴データを用いて被計測対象の３次元形状の取得を行うことで、出来形や数量を面的

に算出、把握する管理方法である。 
【３次元設計データ】 

３次元設計データとは、道路中心線形又は法線（平面線形、縦断線形）、出来形横断面形状、

工事基準点情報及び利用する座標系情報など設計図書に規定されている工事目的物の形状と

ともに、それらをＴＩＮなどの面データで出力したものである。 
【ＴＩＮ】 

ＴＩＮ（不等三角網）とは 、Triangular Irregular Network の略。ＴＩＮは、地形や出来

形形状などの表面形状を３次元座標の変化点標高データで補間する最も一般的なデジタルデ

ータ構造である。ＴＩＮは、多くの点を３次元上の直線で繋いで三角形を構築するものである。

ＴＩＮは、構造物を形成する表面形状の３次元座標の変化点で構成される。 

 

【３次元設計データの構成要素】 

３次元設計データの構成要素は、主に、平面線形、縦断線形、横断面形状であり、これらの

構成要素は、設計成果の線形計算書、平面図、縦断図及び横断図から仕上がり形状を抜粋する

ことで、必要な情報を取得することができる。３次元設計データは、これらの構成要素を用い

て面的な補間計算を行い、ＴＩＮで表現されたデータである。図に３次元設計データを作成す

るために必要な構成要素を示す。 

 
図 １－３ ３次元設計データのイメージ（道路土工の場合） 
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【道路中心線形】 

道路の基準となる線形のこと。平面線形と縦断線形で定義され、３次元設計データの構成要

素の一つとなる。 

 

【法線】 

堤防、河道及び構造物等の平面的な位置を示す線のこと。平面線形と縦断線形で定義され、

基本設計データの一要素となる。 

【平面線形】 

平面線形は、道路中心線形又は法線を構成する要素の 1 つで、道路中心線形又は法線の平面

的な形状を表している。道路中心線形の場合、線形計算書に記載された幾何形状を表す数値デ

ータでモデル化している。平面線形の幾何要素は、道路中心線形の場合、直線、円曲線、緩和

曲線（クロソイド）で構成され、それぞれ端部の平面座標、要素長、回転方向、曲線半径、ク

ロソイドのパラメータで定義される。 

【縦断線形】 

縦断線形は、道路中心線形又は法線を構成する要素の 1 つで、道路中心線形又は法線の縦断

的な形状を表している。縦断形状を表す数値データは縦断図に示されており、縦断線形の幾何

要素は、道路中心線形の場合、縦断勾配変位点の起点からの距離と標高、勾配、縦断曲線長又

は縦断曲線の半径で定義される。 

【出来形横断面形状】 

平面線形に直交する断面での、土工仕上がり、法面等の形状である。現行では、横断図とし

て示されている。 

【計測点群データ（ポイントファイル）】 

施工履歴データから作業装置位置の３次元座標値以外の情報を削除したで計測した地形や

地物を示す３次元座標値の計測点群データ。CSV や LandXML 、LAS などで出力される点群処理

ソフトウェアなどでのデータ処理前のポイントのデータである。 

【出来形評価用データ（ポイントファイル）】 

施工履歴データから抽出した計測点群データから不要な点を削除し、さらに出来形管理基準

を満たす点密度に調整したポイントデータである。専ら出来形の評価と出来形管理資料に供す

る。 

【出来形計測データ（ＴＩＮファイル）】 

施工履歴データから抽出した計測点群データから不要な点を削除し、不等三角網の面の集合

体として出来形地形としての面を構築したデータのことをいう。数量算出に利用する。 

【出来形管理資料】 

３次元設計データと出来形評価用データを用いて、設計面と出来形評価用データの各ポイン

トの離れ等の出来形管理基準上の管理項目の計算結果（標高較差の平均値など）と出来形の良

否の評価結果、及び設計面と出来形評価用データの各ポイントの離れを表した分布図を整理し

た帳票、もしくは３次元モデルをいう。 
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【点群処理ソフトウェア】 

施工履歴データから出来形部分に対応した３次元点群データを抽出するソフトウェアであ

る。また、整理した３次元座標の点群を、さらに出来形管理基準を満たす点密度に調整したポ

イントデータ、及び当該点群にＴＩＮを配置し、３次元の出来形計測結果を出力するソフトウ

ェアである。 

 

【３次元設計データ作成ソフトウェア】 

３次元設計データ作成ソフトウェアは、出来形管理や数量算出の基準となる設計形状を示す

３次元設計データを作成、出力するソフトウェアである。 

【出来形帳票作成ソフトウェア】 

３次元設計データと出来形評価用データを入力することで、設計面と出来形評価用データの

各ポイントの離れの算出と良否の判定が行える情報を提供するとともに、計測結果を出来形管

理資料として出力することができる。 

【出来高算出ソフトウェア】 

起工測量結果と、３次元設計データ作成ソフトウェアで作成した３次元設計データ、あるい

は点群処理ソフトウェアで算出した出来形結果を用いて出来高を算出するソフトウェアであ

る。 

【オリジナルデータ】 

使用するソフトウェアから出力できるデータのことで、使用するソフトウェア独自のファイ

ル形式あるいは、オープンなデータ交換形式となる。例えば、LandXML は、2000 年 1 月に米国

にて公開された土木・測量業界におけるオープンなデータ交換形式である。 

【工事基準点】 

監督職員より指示された基準点を基に、受注者が施工及び施工管理のために現場及びその周

辺に設置する基準点をいう。 

【ＧＮＳＳ（Global Navigation Satellite System／汎地球測位航法衛星システム）】 

人工衛星からの信号を用いて位置を決定する衛星測位システムの総称。米国が運営する GPS 

以外にも、ロシアで開発運用している GLONASS、ヨーロッパ連合で運用している Galileo 、日

本の準天頂衛星（みちびき）も運用されている。 

【キネマティック法】 

キネマティック法とは、図のようにＧＮＳＳ受信機を固定点に据付け（固定局）、他の 1 台

を用いて他の観測点を移動（移動局）しながら、固定点と観測点の相対位置（基線ベクトル）

を求める方法である。 
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【ＲＴＫ－ＧＮＳＳ】 
ＲＴＫとは、リアルタイムキネマティックの略で、衛星測位から発信される搬送波を用いた

計測手法である。既知点と移動局にＧＮＳＳのアンテナを設置し、既知点から移動局への基線

ベクトル解析により、リアルタイムに移動局の座標を計算することができる。 

 
【ネットワーク型ＲＴＫ－ＧＮＳＳ】 

ＲＴＫ－ＧＮＳＳで利用する基地局を仮想点として擬似的に作成することで、基地局の設置

を削減した計測方法のこと。全国に設置された電子基準点のデータを元に、移動局の近隣に仮

想的に基地局を作成し、基地局で受信するデータを模擬的に作成する。これを移動局に配信す

ることでＲＴＫ－ＧＮＳＳを実施可能となる。このため、既知点の設置とアンテナは不要だが、

仮想基準点の模擬的な受信データ作成とデータ配信、通信料に関する契約が別途必要となる。 
 
【ＧＮＳＳローバー】 

ネットワーク型ＲＴＫ法による単点観測法で用いるＧＮＳＳ受信機を備えた計測機器。

 
  

仮想基準点

電子基準点

電子基準点

電子基準点

移動局（測位位置）

国土地理院

データ配信業者

基準点観測データ

観測位置情報

仮想基準点観測データ
補正データ
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１－５  施工計画書 

受注者は、施工計画書及び添付資料に次の事項を記載しなければならない。 

1)適用工種 

適用工種に該当する工種を記載する。適用工種は、「１－２ 適用の範囲」を参照された

い。 

2)適用区域 

 本管理要領による、３次元計測範囲、出来形管理を行う範囲を記載する。 

3）出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値、出来形管理写真基準 

契約上必要な出来形計測を実施する出来形管理箇所を記載する。また、該当する出来形

管理基準及び規格値・出来形管理写真基準を記載する。 

4）使用機器・ソフトウェア 

「２－１ 機器構成」に示す ICT 建設機械、点群データ処理ソフトウェアである旨記載

する。 

5)作業機位置の取得精度確認試験計画 

作業装置位置精度の確認と確保を目的とした作業装置位置の取得精度確認試験の計画に

ついて示す。 
【解説】 

1）適用工種 
本管理要領による適用工種に該当している工種を記載する。 

2) 適用区域 

本管理要領により、３次元計測を行う範囲を明記する。また、平面図上に当該工事の施工範

囲を示し、本管理要領による出来形管理範囲と「土木工事施工管理基準及び規格値」による

出来形管理範囲を塗り分ける。 

３次元計測範囲は施工部分を周囲に５ｍ程度広げた範囲を基本とし、施工エリア全体として

もよい。 

3）出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値・出来形管理写真基準 
「設計図書」及び「出来形管理基準及び規格値」の測定基準に基づいた出来形計測箇所を記

載する。自主管理するための任意の計測箇所については、記載不要である。 
また、施工履歴データを用いた出来形管理を行う範囲については、本管理要領に基づく出来

形管理基準及び規格値、出来形管理写真基準を記載する。 
4）使用機器・ソフトウェア 

施工履歴データを用いた出来形管理を効率的かつ正確に実施するためには、必要な性能を有

し適正に管理されたＩＣＴ建設機械及び必要かつ確実な機能を有するソフトウェアを利用す

ることが必要である。受注者は、施工計画書に使用する機器構成を記載するとともに、その

機能・性能などを確認できる資料を添付する。 

①機器構成 

受注者は、本管理要領を適用する出来形管理で利用する機器及びソフトウェアについて、施

工計画書に記載する。 

②ソフトウェア 
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受注者は、本管理要領に対応する機能を有するソフトウェアであることを示すメーカのカタ

ログあるいはソフトウェア仕様書を、施工計画書の添付資料として提出する。 

 

5)作業装置位置の取得精度確認計画 

精度確認については、参考資料－３ 「精度確認試験実施手順書及び試験結果報告書」を参

照し実施の上、その記録を提出する。 
 

 

１－６  監督職員による監督の実施項目 

本管理要領を適用した、施工履歴データによる出来形管理における監督職員の実施項目は、

「施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領(河川浚渫工事編)（案）」の「５ 監督

職員の実施項目」による。 

【解説】 

監督職員は、本管理要領に記載されている内容を確認及び把握をするために立会し、または資

料等の提示を請求できるものとし、受注者はこれに協力しなければならない。 

受注者は、監督職員による本管理要領に記載されている内容を確認、把握、及び立会する上で

必要な準備、人員及び資機材等の提供並びに写真その他資料の整備をするものとする。 

監督職員の実施項目は下記に示すとおりである。 

1）施工計画書の受理・記載事項の確認 

2）基準点の指示 

3）設計図書の３次元化の指示 

4）工事基準点等の設置状況の把握 

5）３次元設計データチェックシートの確認  

6) 精度確認試験結果報告書の把握 

7) 出来形管理状況の把握 
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１－７  検査職員による検査の実施項目 

本管理要領を適用した、施工履歴データによる出来形管理における検査職員の実施項目は、「施

工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領(河川浚渫工事編)（案）」の「６ 検査職員の

実施項目」による。 

【解説】 

本管理要領の実施に係る工事実施状況の検査では、施工計画書等の書類により監督職員と所定

の手続きを経て、出来形管理を実施したかを検査する。 

出来形の検査に関して、出来形管理資料の記載事項の検査を行う。 

また、出来形数量の算出においても、本管理要領で算出された数量を用いてよいものとする。 

受注者は、当該技術検査について、監督職員による監督の実施項目の規定を準用する。 

検査職員の実施項目は下記に示すとおりである。 

1）出来形計測に係わる書面検査 

・施工履歴データを用いた出来形管理に係わる施工計画書の記載内容 

・設計図書の３次元化に係わる確認 

・施工履歴データを用いた出来形管理に係わる工事基準点等の測量結果等 

・３次元設計データチェックシートの確認 

・施工履歴データを用いた出来形管理に係わる精度確認試験結果報告書の確認 

・施工履歴データを用いた出来形管理に係わる「出来形管理図表」の確認 

・品質管理及び出来形管理写真の確認 

・電子成果品の確認 

2）出来形計測に係わる実地検査 

 ・検査職員が任意に指定する箇所の出来形検査 
  （なお、段階確認を実施した場合には、段階確認の実施状況を確認することで、実地検査を

省略する） 
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第２章  施工履歴データによる測定方法 

２－１  機器構成 

本管理要領で用いるＩＣＴ建設機械による出来形管理のシステムは、以下の機器で構成され

る。 

1）ＩＣＴ建設機械本体 

2）点群処理ソフトウェア 

3）３次元設計データ作成ソフトウェア 

4）出来形帳票作成ソフトウェア 

5）出来高算出ソフトウェア 

【解説】 

図 ２－１に施工履歴データを用いた出来形管理で利用する機器の標準的な構成を示す。 
1）ＩＣＴ建設機械本体 

施工中の作業装置位置をリアルタイムに計測・記録する機能を有するＩＣＴ建設機械であ

る。 

2）点群処理ソフトウェア 

ＩＣＴ建設機械で取得した複数の施工履歴データの結合や、３次元座標の点群から樹木や草

木、建設機械や仮設備等の不要な点を除外するソフトウェアである。また、整理した３次元

座標の点群にＴＩＮ（不等三角網）を配置し、３次元の出来形計測結果を出力するソフトウ

ェアである。なお、ソフトウェアを動作するためのパソコンは、性能によっては、データ処

理に膨大な時間を要する場合もあるため、ソフトウェアの推奨動作環境（CPU,GPU,メモリな

ど）に留意すること。 

3)３次元設計データ作成ソフトウェア 

３次元設計データ作成ソフトウェアは、出来形管理や数量算出の基準となる設計形状を示す

３次元設計データを作成・出力するソフトウェアである。 

4)出来形帳票作成ソフトウェア 

3)で作成した３次元設計データと、2）で算出した出来形評価用データの各ポイントの離れ

を算出することで、出来形の良否判定が可能な出来形分布図などを作成するソフトウェアで

ある。 

5)出来高算出ソフトウェア 

別途計測した起工測量結果と、3)で作成した３次元設計データ、あるいは、2）で算出した

出来形結果を用いて出来高を算出するソフトウェアである。 
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図 ２－１ 施工履歴データによる出来形管理機器の構成例 
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２－２ 施工履歴データの計測性能及び精度管理 

施工履歴データによる出来形計測で利用するＩＣＴ建設機械本体は下記の測定精度と同等以

上の性能を有し、適正な精度管理が行われている機器であること。受注者は、本管理要領に基

づいて出来形管理を行う場合は、利用する施工履歴データの精度について、監督職員に提出す

ること。以下に、出来形管理で利用する施工履歴データに要求される精度基準を示す。 

静止状態での作業装置位置の取得精度（水平・標高）：各±50mm 以内 

テスト作業による作業装置位置の取得精度（標高）：±100mm 以内 

（参考資料－３ 「精度確認試験実施手順書及び試験結果報告書」による現場確認を行うこと） 

【解説】 

1）計測性能 

ＩＣＴ建設機械の作業装置位置の計測精度は、下記の要因により変化する。 

① ＲＴＫ-ＧＮＳＳの位置精度 

② ＲＴＫ-ＧＮＳＳおよび角度センサ位置間の寸法計測誤差 

③ 角度センサによる出力精度 

④ ソフト処理上の丸め誤差 

⑤ 機械ガタ（刃先の磨耗を含む） 

様々な誤差要因が考えられるため、現場における精度確認試験により精度管理を行う必要があ

る。 

 

 2）精度管理 

ＩＣＴ建設機械の作業装置位置記録システムの管理が適正に行われていることを確認するた

め、現地での精度管理を実施する。 

 

① 着工前の精度確認 

「参考資料－３ 精度確認試験実施手順書及び試験結果報告書」に従い、本要領による出来

形管理範囲着工前に精度確認試験を実施し、その結果について、様式－２を用いて提出する。 

② 施工期間中の日々の精度確認 

施工履歴データを出来形計測に利用する場合は「参考資料－３ 精度確認試験実施手順書及び

試験結果報告書」に従い、作業日１日ごと始業前に精度確認試験を実施する。結果については、

監督職員の求めに応じ提出できるように保管する。 

 

２－３  点群処理ソフトウェア 

本管理要領で利用する点群処理ソフトウェアは、施工履歴データから取得した計測点群デー

タから、出来形とは関係のない不要点を除外する機能や、３次元の出来形評価用データ及び出

来形計測データを出力する機能を有していなければならない。 

【解説】 

施工履歴データの点群データには、ＩＣＴ建設機械の小移動や旋回、作業装置等の上げ下げな

どで記録された不要な点も含まれる。点群処理ソフトウェアは、このような不要な点を排除し、

出来形部分に対応した点群データを抽出することが必要となる。不要点の排除にあたっては、不
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要な点のみを抽出し、本来の出来形データまで削除しないように配慮する必要がある。以下に本

管理要領に基づくデータ処理の概念とデータ処理に必要な主な機能を示す。 
1）施工履歴データの不要点削除 

①対象範囲外のデータ削除 
施工履歴データの点群データには、ＩＣＴ建設機械の小移動や旋回、作業装置等の上げ下

げなどで記録された不要な点も含まれる。そこで、計測結果から不要な計測データを削除す

る作業を行う。 

出来形部分に対応した点群データのみを抽出するため、出来形部分に要求密度に応じた任

意のグリッドを設定し、グリッド毎に代表点の抽出を行う。 

出来形管理を行う施工箇所のバケットの３次元座標（点群データ）のうち、現況地形より掘

削されたデータで、標高が最低のデータを任意のグリッドごとに抽出する。 

 
図 ２－２ 対象範囲外のデータ削除 

 

施工履歴データは、レーザースキャナーや空中写真測量（無人航空機）等の出来形計測技術

で得られる点群と比較して計測点数及び点群密度が低くなる。出来形を評価するためには、全

てのグリッドで出来形評価に用いる代表点が無ければならないので、上記のデータ削除を行っ

た後の施工履歴データが、出来形計測データおよび出来形評価用データともに 1m2あたり 1 点

以上の点密度が確保できるように、施工中に記録する施工履歴データの記録密度が十分大きく

なるように留意すること。 

②点群密度の変更（データの間引き） 
出来形計測データおよび出来形評価用データともに１㎡あたり１点以上の点密度が確保で

きる程度まで点群密度を減らして良い。密度の変更方法は、用途によって様々な手法が開発さ

れているが、座標値を変更するような処理をとってはならない。例えば、平面範囲（例えば出

来形評価の計測密度である１㎡以内）で鉛直方向の最下点や中央値を抽出することはよいが、

平均処理を行ってはならない（出来形評価用データで以下のグリッドデータ化による場合は除

く）。 
③グリッドデータ化 

出来形評価用データとしては、点群密度の変更による方法の他に、内挿により格子状に加工

することにより、１㎡あたり１点程度のデータとすることができる。この場合、以下の方式に

よることができる。 

・計測対象面について１㎡（１ｍ×１ｍの平面正方形）以内のグリッドを設定し、グリッド

の中央あるいは格子点に評価点（x,y）を設置する。評価点の標高値は、評価点を中心とする
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１㎡以内の実計測点と設計面との差の最頻値または差の平均値を、設計値に加算した値を用

いる。 

 

 
図 ２－３ グリッドデータ化のイメージ 

 
あるいは、以下を用いることもできる。 

・最近隣法 

   グリッド点から最も近い点の標高値を採用 

・平均法 

   内挿するグリッドからある検索範囲内にある計測点群データの標高の平均値を標高

値として採用。このとき検索範囲はグリッド格子間隔の２倍程度を限度とする。 

・ＴＩＮ法 

   計測点群データから発生させたＴＩＮを用いて、平面座標として内挿するグリッド

が含まれる三角形上の標高値を採用 

・逆距離加重法 

   計測点群データ各点から一定距離内の各点群に対し、グリッドまでの距離に応じた

重みを付けて内挿する方法。一定距離については、はグリッド格子間隔の２倍程度を

限度とする。 
 

 

図 ２－４ 点群データの密度を均一にする方法（例） 

 

 

 

1㎡以内のグリッドに含まれる

ポイントと設計面との差の最頻

値を加えた標高 

 

 

 

 

1㎡以内のグリッドに含まれる

ポイントと設計面との差の平均

値を加えた標高 

 

対象を分割して代表点のみを抽出

（地形では最下点を代表点とする）
範囲の指定
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④初期データの時点でグリッド処理されている場合 
   施工履歴データは、初期データの時点で上記①②③の処理が完了している場合には、その処

理されたデータを使用して良い。 
 

2）計測点群データの合成 

異なるＩＣＴ建設機械から取り出した施工履歴データをひとつの計測点群データとして取

りまとめる際は各機械ごとに不要点削除（フィルタリング・密度変更・グリッド化）を行い、

その後、計測点座標群を合成する。重複部分は最終時刻のデータを優先する。 

 

 

 

 

 

図 ２－５ 現場座標系に変換された結果を合成する方法 

 

 
3）面データ（出来形計測データ）の作成 

計測点群データの不要点削除が終了した点群を対象にＴＩＮ（不等三角網）を配置し、出来

形の面データを作成する。自動でＴＩＮを配置した場合に、現場の出来形形状と異なる場合は、

ＴＩＮの結合方法を手動で変更してもよい。 

 

図 ２－６ 計測点群データをＴＩＮデータに変換する方法 

 
  

計測点群データ
（ポイントデータ）

面データ（TIN）
・出来形計測データ
・起工測量計測データ
・岩線計測データ

現場で用いる座標系
X

Z

Ｙ

X

Z

Ｙ

Z

Ｙ



 

17 

２－４  ３次元設計データ作成ソフトウェア 

３次元設計データ作成ソフトウェアは、出来形管理や数量算出の基準となる設計形状を示す

３次元設計データを作成・出力することができ、以下の機能を有することとする。 

1) ３次元設計データ等の要素読込（入力）機能 

2) ３次元設計データ等の確認機能 

3) 設計面データの作成機能 

4) ３次元設計データの作成機能 

5) 座標系の変換機能 

6) ３次元設計データの出力機能 
【解説】 

面的な出来形管理及び数量算出を実現するためには、基準となる３次元設計データを作成でき、

作成した設計データと設計図面との照合確認が可能な３次元設計データ作成ソフトウェアが必要

となる。ここでいう３次元設計データは、中心線形データ、横断形状データ、及び構造物を形成

する表面形状の３次元座標の変化点で構成される「ＴＩＮデータ」で表現される。 

1）３次元設計データ等の要素読込（入力）機能 

①座標系の選択機能 

３次元設計データの座標系を選択する機能。 

②平面線形の読込（入力）機能 

設計図面に示される法線の平面線形を読込（入力）できる機能。なお、線形の幾何要素は、

直線区間（開始点、終了点）と曲線区間（開始点、ＩＰ点、終了点）等で定義される。 

③縦断線形の読込（入力）機能 

設計図面に示される法線の縦断線形を読込（入力）できる機能。なお、線形の幾何要素は、

縦断勾配変化点の累加距離、標高、縦断曲線長（または縦断曲線半径）で定義される。 

④横断形状の読込（入力）機能 

設計図面に示される横断形状を読込（入力）できる機能。なお、横断形状の幾何要素は、

中心線形（平面線形）を基準に、センターからの離れ距離（起点からの終点に向け右側を＋、

左側を‐）と勾配（あるいは比高）などで定義される。 

⑤現況地形データの読込（入力）機能 

起工測量で得られた計測点群データあるいは面データを読込（入力）できる機能。 

2）３次元設計データ等の確認機能 

上記１）で読み込んだ（入力した）中心線形データ（平面線形データ、縦断線形データ）、

横断形状データと出力する３次元設計データを重畳し、同一性を確認するために入力値比較

や３次元表示が確認できる機能。 

3）設計面データの作成機能 
上記１）で読み込んだ（入力した）３次元設計データの幾何要素から設計の面データを作

成する機能。本管理要領でいう面データは、ＴＩＮ（不等辺三角網）データとする。 

4）３次元設計データの作成機能 
上記３）で読み込んだ設計面データと起工測量データに基づく、３次元設計データを作成

する機能。 
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5）座標系の変換機能 
３次元設計データを、上記１）で選択した座標系に変換する機能。 

6）３次元設計データの出力機能 
上記４）～５）で作成・変換した３次元設計データを LandXML 形式や使用するソフトウェ

ア等のオリジナルデータで出力する機能。 

 
 
２－５  出来形帳票作成ソフトウェア 

本管理要領で利用する出来形帳票作成ソフトウェアは、取得した出来形評価用データと３次

元設計データの面データとの離れを算出し、出来形管理基準上の管理項目の計算結果（標高較

差の平均値等）と出来形の良否の評価結果、及び設計形状の比較による出来形の良否判定が可

能な出来形分布図を出力する機能を有していなければならない。 

【解説】 
３次元のポイントデータによる出来形評価用データと３次元設計データを重ねて表示すること

で出来形の良否判定を行う。特に、施工履歴データによる計測では、変化点を特定した計測がで

きないことから、従来の幅員や法長、端部の基準高さという管理項目での良否判定法では比較で

きない。このことから、３次元設計面と出来形評価用データの各ポイントとの離れ（標高較差）

により出来形の良否判定を行う。出来形管理基準上の管理項目の計算結果（標高較差の平均値等）

と出来形の良否の評価結果、及び設計面と出来形評価用データの各ポイントの離れを評価範囲の

平面図上にプロットした分布図を整理した帳票（出来形管理図表）、もしくは属性情報として出来

形管理基準上の管理項目の計算結果を表示できる３次元モデルのビューアファイルを出来形管理

資料として出力する。 
 1) 出来形管理基準上の管理項目の計算結果の出力 

 ①３次元設計データから管理を行うべき範囲を抽出する。 

 ②３次元設計データと出来形評価用データの各ポイントとの離れ（標高較差）を計算し、平

均値、最大値、最小値、データ数、評価面積及び棄却点数を出力する。標高較差は、各ポイ

ントの標高値と、平面座標と同じ設計面上の設計標高値との差分として算出する。 

③「５－１ 出来形管理資料の作成」にある出来形管理図表の様式を満足する項目を表形式

で印刷、または３次元モデルの属性情報として表示する。 
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2）出来形分布図 

① ３次元設計データから管理を行うべき範囲を抽出する。 

② ３次元設計データと出来形評価用データの離れの計算結果を出来形評価用データのポイン

ト毎に分布図として表示する。 

③分布図が具備すべき情報としては「５－１出来形管理資料の作成」にある出来形管理図表の

様式を参考として、以下のとおりとする。 

 ・評価範囲全体が含まれる平面図 

 ・離れの計算結果の規格値に対する割合示すヒートマップとして－１００％～＋１００％の

範囲で出来形評価用データのポイント毎に結果示す色をプロットするとともに、色の判例を

明示する。 

 ・±50％の前後、±80％の前後が区別できるように別の色で明示する。 

・規格値の範囲外については、－100％～＋100％の範囲とは別の色で明示する。 

・発注者の求めに応じて規格値の 50％以内に収まっている計測点の個数、規格値の 80％以

内に収まっている計測点の個数について図中の任意の箇所に明示できることが望ましい。 

・規格値が正負いずれかしか設定されていない工種についても、正負を逆転した側に規格

値が存在するものとして表示することが望ましい。 

 

図 ２－７ 面的な出来形管理分布図のイメージ 

 

  

天端部出来
形分布図

N
o.

1

管理箇所

N
o.

2

N
o.

3

出来形計測の評価範囲は、
変化点から水平方向に±
５cm以内を除外しても
よい。

施工履歴データによる
出来形計測データ 3次元設計データ

3次元設計データと出来
形評価用データの各ポイ
ントとの離れ量の算出お
よび色分け表示

出来形計測データの面的なばらつきによる評価

比較基準面を抽出比較対象箇所を抽出

出来形計測箇所



 

20 

２－６  工事基準点の設置 

本管理要領に基づく出来形管理で利用する工事基準点は、監督職員に指示を受けた基準点を使

用して設置する。 

出来形管理で利用する工事基準点の設置にあたっては、国土交通省公共測量作業規程に基づい

て実施し、測量成果、設置状況と配置箇所を監督職員に提出して使用する。 

【解説】 

ＩＣＴ建設機械にＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いている場合に必要となる固定局を設置する際や、施

工履歴データの計測精度確認を目的とした精度確認試験を実施する際には、現場に設置された工

事基準点を用いて３次元座標値への変換を行う。このため、出来形の計測精度を確保するために

は、現場内に４級基準点または、３級水準点と同等以上として設置した工事基準点の精度管理が

重要である。工事基準点の精度は、「国土交通省公共測量作業規程」の路線測量を参考にし、こ

れに準じた。 
工事基準点の設置に際し、受注者は、監督職員から指示を受けた基準点を使用することとする。

なお、監督職員から受注者に指示した４級基準点及び３級水準点（山間部では４級水準点を用い

てもよい）、もしくはこれと同等以上のものは、国土地理院が管理していなくても基準点として

扱う。 
工事基準点の設置時の留意点としては、施工履歴データの精度確認試験を行う際に、効率的に

計測できる位置にＴＳが設置可能なように工事基準点を複数設置しておくことが有効である。ま

た、本管理要領に基づく出来形管理では出来形計測精度の確保を目的に、標定点を計測する場合

は基準点からＴＳまでの距離、標定点からＴＳまでの計測距離（斜距離）についての制限を、３

級ＴＳを利用する場合は 100ｍ以内（２級ＴＳは 150ｍ）とする（ＴＳ等光波方式を用いた出来形

管理要領より引用）。 
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第３章  施工履歴データによる工事測量 

３－１  起工測量 

施工履歴データは施工しながらの計測を基本とするため、起工測量は対象外とする。 

 

３－２  部分払い用出来高計測 

1)部分払い出来高計測の実施 

受注者は、出来高部分払い方式を選択した場合で、簡便な数量算出方法として施工履歴データ

による地形測量を利用できる。この場合、出来高計測の実施事項は「４－３施工履歴データに

よる出来形計測」を準用することを基本とするが、簡便な数量算出方法として、計測に基づく

算出値を１００％計上しない場合、「2）精度確認」の精度は±200mm 以内であればよい。計測

密度は 0.25 m2（0.5m×0.5m メッシュあたり 1 点以上とする。このときの部分払い出来高算出

結果については、算出値の９割を上限に計上してもよいこととする。 
【解説】 

出来高部分払いについては、精度を落として算出数量を控除してでも、簡便な方法を望む意見

があり、精度確認方法のみ規定することとした。算出値の 9 割の根拠は H27 実験値による。 

 
1）部分払い出来高計測の実施 

部分払い出来高計測の実施時の測定精度は標高較 200mm 以内とし、計測密度は 0.25 m2

（0.5m×0.5m メッシュ）あたり 1 点以上とする。なお、その他の作業方法と作業上の留意点につ

いては、「４－３ 施工履歴データによる出来形計測」を参照されたい。 
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第４章  施工履歴データによる出来形管理 

４－１  ３次元設計データの作成 

受注者は、発注者から貸与された設計図書（平面図、縦断図、横断図等）や線形計算書等

を基に３次元設計データを作成する。 

【解説】 
受注者は、出来形管理で利用する工事基準点、平面線形、縦断線形、出来形横断面形状の設定

を行い、出来形評価用データとの比較が可能な３次元設計データの作成を行う。以下に、３次元

設計データ作成時の留意事項を示す。 

1) 準備資料 

３次元設計データの作成に必要な準備資料は、設計図書の平面図、縦断図、横断図等と線形計

算書等である。準備資料の記載内容に３次元設計データの作成において不足等がある場合は、監

督職員に報告し資料提供を依頼する。また、隣接する他工事との調整も必要に応じて行うこと。 

2) ３次元設計データの作成範囲 

３次元設計データの作成範囲は、工事起点から工事終点及びその外縁に線形要素の起終点があ

る場合はその範囲までとし、横断方向は構築物と地形との接点までの範囲とする。設計照査段階

で取得した現況地形が発注図に含まれる現況地形と異なる場合、及び余盛りや法面保護堤（盛土

法肩部に法面の雨水侵食防止のために構築する小堤）等を実施する場合については、監督職員と

協議を行い、その結果を３次元設計データの作成に反映させる。 

3) ３次元設計データの要素データ作成 

３次元設計データの作成は、設計図書（平面図、縦断図、横断図）と線形計算書に示される

情報から幾何形状の要素（要素の始点や終点の座標・半径・クロソイドパラメータ・縦断曲線

長、横断形状等）を読み取って、作成する。 

出来形横断面形状の作成は、施工履歴データの計測を実施する範囲で全ての管理断面及び断

面変化点（拡幅などの開始・終了断面や切土から盛土への変更する断面）について作成する。

３次元設計データの作成にあたっては、設計図書を基に作成したデータが出来形の良否判定の

基準となる事から、当該工事の設計形状を示すデータについて、監督職員の承諾なしに変更・

修正を加えてはならない。 

4）３次元設計データ（ＴＩＮ）の作成 

入力した要素データを基に面的な３次元設計データ（ＴＩＮ）を作成する。ＴＩＮは３角の

平面の集合体であるため、曲線部では管理断面の間を細かい断面に分割して３次元設計データ

化する必要がある。このため、線形の曲線区間においては必要に応じて横断形状を作成した後

にＴＩＮを設定する（例えば、間隔 5m 毎の横断形状を作成した後にＴＩＮを設定する）。 

5）地形情報 

ＴＳや音響測深機器等により別途計測される起工測量結果を３次元設計データ作成ソフト

ウェアに読み込み、作成した３次元設計データと重畳し比較した上で、盛土及び切土と地形の

擦付け部分が発注図に含まれる現況地形と異なる場合については、監督職員と協議を行い、そ

の結果を３次元設計データの作成に反映させる。 
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図 ４－１ ３次元データの重畳イメージ 

 

6）数量算出 

作成した３次元設計データは、契約図書として位置付けられるものであるため、数量を再計

算しておく必要がある。３次元 CAD ソフトウェア等を用いた数量算出を行う場合、３次元設計

データに基づく数量計算結果が当初数量と変更があった場合は、設計変更の対象となる。工事

数量の算出方法は「５－２数量算出」を参照のこと 

7) 設計変更について 

設計変更で設計形状に変更があった場合は、その都度、３次元設計データを編集し変更を行

う。このとき、最新の３次元設計データの変更理由、変更内容、変更後の基本設計データファ

イル名は確実に管理しておくこと。 

8) 積算区分の境界情報 

数量算出に３次元設計データを利用する場合には、積算区分の境界面について、岩線計測デ

ータ等の面データを作成する。管理断面間隔より十分狭い範囲においては、ＴＩＮで補間しても

よいものとする。 

図 ４－２ ３次元データの流れ 
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４－２  ３次元設計データの確認 
受注者は、３次元設計データの作成後に、３次元設計データの以下の 1)～5)の情報について、

設計図書（平面図、縦断図、横断図等）や線形計算書等と照合するとともに、監督職員に 3 次

元設計データチェックシートを提出する。また、設計図書を基に作成した３次元設計データが

出来形の良否判定の基準となることから、監督職員と協議を行い、作成した３次元設計データ

を設計図書として位置付ける。 

1) 工事基準点 

2) 平面線形   

3) 縦断線形   

4) 出来形横断面形状  

5) 3 次元設計データ 
【解説】 

３次元設計データの間違いは出来形管理に致命的な影響を与えるので、受注者は３次元設計デ

ータが設計図書と照合しているかの確認を必ず行うこと。 
３次元設計データの照合とは、３次元設計データが設計図書を基に正しく作成されているもの

であることを確認することである。３次元設計データと設計図書の照合結果については、本管理

要領のチェックシート及び照査結果資料（道路工事においては線形計算書、河川工事においては

法線の中心点座標リスト、その他共通の資料として平面図、縦断図、横断図のチェック入り）（参

考資料－２ 参照）に記載する。 
また、受注者は、前述の資料の他、３次元設計データと設計図書との照合のための資料を整備・

保管するとともに、監督職員から３次元設計データのチェックシートを確認するための資料請求

があった場合は、確認できる資料を提示するものとする。 
さらに、設計変更等で設計図書に変更が生じた場合は、３次元設計データを変更し、確認資料

を作成する。 
確認項目を以下に示す。照合は、設計図書と３次元設計データ作成ソフトウェアの入力画面の

数値または出力図面と対比して行う。 
1）工事基準点 

工事基準点は、名称、座標を事前に監督職員に提出している工事基準点の測量結果と対比

し、確認する。 
2）平面線形 

平面線形は、線形の起終点、各測点及び変化点（線形主要点）の平面座標と曲線要素につ

いて、平面図及び線形計算書と対比し、確認する。 
3）縦断線形 

縦断線形は、線形の起終点、各測点及び変化点の標高と曲線要素について、縦断図と対比

し、確認する。 
4）出来形横断面形状 

出来形横断面形状は、出来形形状の幅（小段幅も含む）、基準高、法長を対比し、確認す

る。設計図書に含まれる全ての横断図について対比を行うこと。確認方法は、ソフトウェ

ア画面上で対比し、設計図書の寸法記載箇所にチェックを記入する方法や、３次元設計デ

ータから横断図を作成し、設計図書と重ね合わせて確認する方法等を用いて実施する。 
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5) ３次元設計データ 
施工履歴データを用いた出来形管理の該当区間の３次元設計データの入力要素（工事基準

点、中心線形データや横断形状データ）と３次元設計データ（ＴＩＮ）を重畳し、同一性

が確認可能な３次元表示した図を提出する。 
 
 
４－３  施工履歴データによる出来形計測 

受注者は、ＩＣＴ建設機械による施工後、施工履歴データを取出し、出来形部分の点群デー

タを取得する。 

1）ＧＮＳＳ基準局の設置 

ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いてＩＣＴ建設機械の測位を行う場合は、ＧＮＳＳ基準局を工事基

準点に設置する。 

2）事前の計測精度確認 

作業装置位置の取得精度を確保するため、「参考資料－３ 精度確認試験実施手順書及び試

験結果報告書」に従い、施工着手前に精度確認試験を行う。 

3）日常の精度確認 

作業日毎に、始業前に１回、ＩＣＴ施工機械が静止した状態での施工履歴データの計測精

度を確認する。結果については、監督職員の求めに応じて提出できるように整理する。 

4）計測密度 

施工履歴データによる出来形計測は、計測対象範囲内で１ｍ2（１ｍ×１ｍメッシュ）あた

り 1 点以上の計測点が得られる設定で計測を行う。 

5) 計測点群データの作成 

受注者は、取得した施工履歴データから３次元座標、記録時刻等の点群データを抽出する。 
受注者は、点群データ処理ソフトウェアを使用し、点群データから出来形部分と関係のな

い不要点を削除後、出来形評価用データを作成する。 
【解説】 
1）ＧＮＳＳ基準局の設置 

ＩＣＴ建設機械を構成する機器にＲＴＫ－ＧＮＳＳを含む場合には、掘削又は敷均し工

の着手前までにＲＴＫ－ＧＮＳＳ基準局を設置する必要がある。同システムにより提供さ

れる作業装置位置の３次元座標には、ＲＴＫ－ＧＮＳＳが潜在的に有する計測誤差以外に、

ＲＴＫ－ＧＮＳＳ基準局の設置した位置の３次元座標の誤差が含まれるため、工事基準点

に必ず設置すること。 

2）事前の計測精度確認 

ＩＣＴ建設機械を用いた施工に着手する前に、「参考資料－３ 精度確認試験実施手順書

及び試験結果報告書」に従い現場において精度確認試験を実施し、結果を提出する。 
3）日常の精度確認 

各作業日の施工開始前に、作業装置位置の計測精度が x,y,z の各成分とも±50mm 以下

であることを確認する。確認方法の例は以下のとおりである。 
・ＩＣＴ建設機械によって出力される作業装置位置の三次元座標とトータスステーション
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やＧＮＳＳ等の測位技術によって計測した作業位置装置の三次元座標とを比較する。 
・ＩＣＴ建設機械の作業装置を三次元座標が既知の点にあてて、既知の座標とＭＣ・ＭＧ

技術によって出力される作業位置装置の三次元座標を比較する。 
4）計測密度 

不要点除去等の処理を行った後の施工履歴データが、出来形計測データおよび出来形評

価用データともに計測対象範囲内で１ｍ2（１ｍ×１ｍメッシュ）あたり 1 点以上得られる

設定で施工履歴データの記録頻度等の設定を行う。 

なお、欠測等により点密度が確保出来なかった場合には、１ｍ2（１ｍ×１ｍメッシュ）

あたり１点以上の計測点が得られるよう、従来の計測方法（ＴＳ、レベル等を用いた方法）

による計測で、補間することができる。 

5) 計測点群データの作成 

施工履歴データの点群データには、ＩＣＴ建設機械の小移動や旋回、作業装置等の上げ

下げなどで記録された不要な点も含まれる。このため、点群処理ソフトウェアを用いて不

要な点を排除し、出来形部分に対応した点群データのみを抽出する。 
出来形部分に対応した点群データのみを抽出するため、出来形部分に１ｍ2（１ｍ×１ｍ

メッシュ）のグリッドを設定し、任意のグリッド毎に代表点の抽出を行い、出来形評価用

データを作成する。 
 ＩＣＴバックホウを用いる場合は、出来形を算出する施工箇所のバケットの３次元座標

（点群データ）のうち、現況地形より掘削されたデータかつ、標高が最低のデータを任意

のグリッドごとに抽出する。 
施工履歴データの取り出しは、施工履歴データがＩＣＴ建設機械の車載ＰＣに保存され

ている場合には、施工後に車載ＰＣから記録媒体（ＵＳＢメモリー等）へ施工履歴データ

をコピーする。施工履歴データがクラウドサーバーに保存されている場合は、クラウドサ

ーバーからダウンロードする。 
なお、施工履歴データは初期データの時点で不要点削除・グリッド処理が完了している

場合には、その処理済みのデータを使用して良い。 
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４－４  施工履歴データによる出来形計測箇所 

施工履歴データによる出来形管理における出来形計測箇所は、下図に示すとおりとし、変化

点から水平方向にそれぞれ±50mm以内に存在する計測点は評価から外してもよい。計測範囲は、

３次元設計データに記述されている管理断面の始点から終点とし、全ての範囲で１m メッシュ

に 1 点以上の出来形座標値を取得すること。 

３次元データによる出来形管理において、土工部の法肩、法尻や変化点または現地地形等の

摺り合わせが必要な箇所など土木工事施工管理基準（出来形管理基準及び規格値）によらない

場合は、監督職員と協議のうえ、対象外とすることができる。 

 
図 ４－３ 出来形計測箇所 

【解説】 

上図に示すとおり、施工履歴データによる出来形管理で計測する３次元座標は、平場面、法

面の全ての範囲で３次元座標値を取得し、出来形計測データを作成する。 

 
 
第５章  出来形管理資料の作成 
５－１  出来形管理資料の作成 

受注者は、３次元設計データと出来形評価用データを用いて、本管理要領で定める以下の出

来形管理資料を作成する。作成した出来形管理資料は監督職員に提出すること。 
1）出来形管理図表 

３次元設計データと出来形評価用データを用いて、設計面と出来形評価用データの各ポイント

との離れ等の出来形管理基準上の管理項目の計算結果（標高較差の平均値等）と出来形の良否の

評価結果、及び設計面と出来形評価用データの各ポイントの離れを表した分布図を整理した帳票、

もしくは属性情報として出来形管理基準上の管理項目の計算結果を表示できる３次元モデルのビ

ューアファイルを作成する。出来形確認箇所（平場、法面）ごとに作成する。 
【解説】 

出来形管理資料とは、出来形管理基準の管理項目に対する測定結果をとりまとめたものであり、

作成例を図に示す。受注者は、出来形管理資料を「出来形帳票作成ソフトウェア」により作成す

ること。「出来形帳票作成ソフトウェア」は、本管理要領が対象とする工種について本管理要領で

定める帳票を自動作成、保存、印刷ができるものとする。 

1）出来形管理図表 
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３次元設計面と出来形評価用データの各ポイントとの離れ（標高較差あるいは水平較差）に

より出来形の良否判定を行う。出来形管理基準上の管理項目の計算結果（標高較差あるいは水

平較差の平均値及び最大較差等）と出来形の良否の評価結果、及び設計面と出来形評価用デー

タの各ポイントの離れを評価範囲の平面上にプロットした分布図を明示したものであること。 

出来形管理基準上の管理項目から出来形の良否を評価する情報として、 

・平均値（算出結果と規格値（当該部位の平均値に対する規格値）及び良否評価結果）：棄

却点を除く平均値 

・最大値（算出結果と規格値（当該部位の個々の計測値に対する規格値）及び良否評価結果）：

棄却点を除く最大 

・最小値（算出結果と規格値（当該部位の個々の計測値に対する規格値）及び良否評価結果）：

棄却点を除く最小 

・データ数（算出結果と規格値（計測密度下限値と評価面積から計算）及び良否評価結果）：

棄却点を含む全データ数 

・評価面積 

・棄却点数（規格値を外れたデータ個数と規格値（データ数の 0.3％以内）及び良否結果）：

全棄却点数 

を表形式で整理する。良否評価結果については、規格値を外れている場合は「異常値有」等

の表現にて明示する。また、出来形が不合格の場合については、不合格の内容が各項目で確認

できる様、棄却点も含め表示すること。 

  出来形確認箇所（平場、法面）ごとに作成する。分布図が具備すべき情報としては、以下

のとおりとする。 

 

・離れの計算結果の規格値に対する割合示すヒートマップとして－100％～＋100％の範囲で

出来形評価用データのポイント毎に結果示す色をプロットするとともに，色の凡例を明示 

・±50％の前後、±80％の前後が区別できるように別の色で明示 

・規格値の範囲外については、－100％～＋100％の範囲とは別の色で明示 

・発注者の求めに応じて規格値の 50％以内に収まっている計測点の個数、規格値の 80％以内

に収まっている計測点の個数について図中の任意の箇所に明示できることが望ましい。標高較

差は、各ポイントの標高値と、平面座標と同じ設計面上の設計標高値との差分として算出する。 

電子検査において、属性情報により本様式の表示内容を満足するビュワー付き３次元モデル

ファイルによる納品に代えることもできる。いずれの場合も、従来の出来形管理図表（様式３

１）の提出に代えることができる。 

・規格値が正負いずれかしか設定されていない工種についても、正負を逆転した側にも規格

値が存在するものとして表示することが望ましい。 
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図 ５－１ 出来形管理図表 作成の流れ 
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図 ５－２ 出来形管理図表 作成例（合格の場合） 

 
 

 

図 ５－３ 出来形管理図表 作成例（異常値有の場合）  

  

様式-31-2

工　種 測点 No.1～No.1000

種　別 合否判定結果 合格

出来形合否判定総括表

河川浚渫工

浚渫船運転工（バックホウ浚渫船）

測定項目 規格値 判定 測　点

平場
標高較差

平均値 -79 mm ＋0mm 以下

1000 点
1点／㎡以上

(1000点以上)

評価面積

最大値(差) 260 mm ＋400 mm

最小値(差) -390 mm

データ数

1000 ㎡

棄却点数 0 点
0.3％以内

（3点以下）

±０
－20
－50
－80
－100

＋100
＋80
＋50
＋20

80%以内の割合 99.2%
規格値±80%

以内のデータ数
992

50%以内の割合 88.7%
規格値±50%

以内のデータ数
887

標高較差
の

ばらつき

様式-31-2

工　種 測点 No.1～No.1000

種　別 合否判定結果 異常値有

出来形合否判定総括表

河川浚渫工

浚渫船運転工（バックホウ浚渫船）

測定項目 規格値 判定 測　点

平場
標高較差

平均値 -58 mm ＋0mm 以下

1000 点
1点／㎡以上

(1000点以上)

評価面積

最大値(差) 420 mm ＋400 mm 異常値有

最小値(差) -390 mm

データ数

1000 ㎡

棄却点数 4 点
0.3％以内

（3点以下）
異常値有

±０
－20
－50
－80
－100

＋100
＋80
＋50
＋20

80%以内の割合 98.3%
規格値±80%

以内のデータ数
983

50%以内の割合 88.7%
規格値±50%

以内のデータ数
887

標高較差
の

ばらつき
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５－２  数量算出 

出来形計測と同位置において、施工前あるいは事前の地形データが音響測深機等で計測され

ており、契約条件として認められている場合は、施工履歴データによる出来形計測結果を用い

て出来形数量の算出を行うことができる。 

【解説】 

受注者は、施工履歴データによる点群データを基に平均断面法または、３次元ＣＡＤソフトウ

ェア等を用いた方式により数量算出を行うことができる。 
数量計算方法については、監督職員と協議を行うこととし、３次元設計データや出来形計測デ

ータ等の面データから３次元ＣＡＤソフトウェア等を用いた方式による主な体積算出方法は以下

を標準とする。 
 

 

図 ５－４ 点高法による数量算出の条件と適用イメージ 

 
①  点高法 

現況地形や出来形測量結果等の（出来形計測データ、起工測量計測データ）からなる２つの

面に重ね合わせたメッシュ（等間隔）交点で標高を算出し、標高差にメッシュ間隔の面積を乗

じたものを総和したもの。メッシュ間隔は 0.5m 以内とし、標高差の算出としては、以下の方

法が挙げられる。 

・四点平均法：メッシュ交点の四隅の標高差を平均する方法（下図のとおり） 

・１点法：メッシュ交点を中心とする辺長がメッシュ間隔の正方形を底面とし、当該メッ

シュ交点の標高差を乗じて算出する方法 

 

 

掘削土 

盛土 

ﾒｯｼｭを細かく設定することでより精度の

高い数量算出が可能（一辺は０.５m 以下と

する） 

各ﾒｯｼｭの施工前・後の標高差 
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図 ５－５ 点高法による数量算出 

② ＴＩＮ分割等を用いた求積 

現況地形や出来形計測結果等（出来形計測データ、起工測量計測データ）からそれぞれの面

データとしてＴＩＮからなる面データを作成したうえで、ある一定の標高値にてＤＬ面（標高

基準面）を設定し、各ＴＩＮの水平面積と、ＴＩＮを構成する各点からＤＬ面までの高低差を

求めて三角形毎に平均し、その平均高低差と平面積を乗じた体積を総和したものである。 

 

V ＝ A ×
（ h1 + h2 + h3 ）

3

▽ DL面（標高基準面）： DL=○○．○○m

A

h1 h2
h3

A：サーフェスを構成するTINの水平面積

h1～h3：TINを構成する各点からDL面までの高低差

DL面：体積計算を行なうための基準となる標高面

 
図 ５－６ ＴＩＮ分割等を用いた求積による数量算出 

 

③ プリズモイダル法 

現況地形や出来形計測結果等（出来形計測データ、起工測量計測データ）からそれぞれの

面データとしてＴＩＮからなる面データを作成し、面データのポイントの位置を互いの面

データに投影し、各面データは本来の自身が持つポイントと相手のポイントを合わせたポ

イント位置により新たな三角網が形成され、この三角網の結節点の位置での標高差に基づ

き複合した面データの標高を計算する。面データの各ＴＩＮを構成する点をそれぞれの面

データに投影すると、各面データに同じ水平位置で標高の異なる点が作成される。その作

成された点で再度面データを構築し、三角形水平面積と高低差を乗じた体積を総和したも

の。 

A h1

h2

h3

h4

V ＝ A ×
（ h1 + h2 + h3 + h4）

4
V ＝ A ×

（ h1 + h2 + h3 + h4）

4
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図 ５－７ プリズモイダル法による数量算出 
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５－３  電子成果品の作成規定 

本管理要領に基づいて作成する電子成果品は、以下のとおり。 

・３次元設計データ（LandXML 等のオリジナルデータ（ＴＩＮ）） 

・出来形管理資料（出来形管理図表（PDF）または、ビュワー付き３次元データ） 

・施工履歴データによる出来形評価用データ（CSV、LandXML、LAS のポイントファイル） 

・施工履歴データによる出来形計測データ（LandXML 等のオリジナルデータ（ＴＩＮ）） 

・施工履歴データによる計測点群データ（CSV、LandXML 、LAS 等のポイントファイル） 

・工事基準点データ（CSV、LandXML、SIMA 等のポイントファイル） 

電子成果品は、「工事完成図書の電子納品等要領」で定める「ICON」フォルダに格納する。 

格納するファイル名は、施工履歴データを用いた出来形管理資料が特定できるように記入す

る。 

【解説】 
本管理要領の電子成果品の作成規定は、「工事完成図書の電子納品等要領」の規定の範囲内で定

めている。本管理要領で規定する以外の事項は、「工事完成図書の電子納品等要領」による。 
1）ファイル名の命名 

本管理要領に基づいて作成した電子成果品が特定できるようにするため、次の規定に従い格納

すること。 

①ＩＣＯＮフォルダに工種（浚渫工）を示した「ＤＲ」のサブフォルダを作成する。 

②①の下層に計測機器の名称を記したサブフォルダを作成し格納する。 

③サブフォルダの名称は、表 ５－１に示す計測機器に記載の文字列を利用すること。 

④格納するファイル名は、表 ５－１に示す命名規則に従うこと。 

⑤-1 欠測補間として他の計測機器で計測したデータを合成した場合は、合成したデータのファイ

ル名は、主となる計測機器の名称を用い、②で作成した主となる計測機器の名称を記したサブ

フォルダへ格納する。 

⑤-2 合成前の各計測機器の計測データは、それぞれの計測機器名称を記した各サブフォルダを、

②で作成した主となる計測機器の名称を記したサブフォルダへ別途作成し、格納する。 

参考として、図 ５－８にＴＳを欠測補間に用いた場合のフォルダ構成例を示す。 

⑥設計変更等で設計図書に変更が生じた場合は、３次元設計データを変更するが、当初の３次元

設計データと、変更後の３次元設計データを全て納品すること。 

⑦整理番号は、ファイル番号をより詳細に区分する必要がある場合に使用するが、通常は 0 でよ

い。 

⑧出来形管理資料をビューワー付き３次元データで納品する場合で、ビューワーとデータが複数

のファイルで構成される場合は、全てを ZIP 方式により圧縮し、拡張子を「ZIP」として、次

表の命名規則に従い納品すること。 
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図 ５－８施工履歴データを用いた測量を主としＴＳにて欠測補間した場合のフォルダ構成例 

 

表 ５－１ ファイルの命名規則 

計測 

機器 

整理 

番号 

図面 

種類 
番号 

改訂 

履歴 
内容 記入例 

CMR 0 DR 001～ 0～Z ・３次元設計データ（LandXML 等のオリジナルデータ（ＴＩＮ） CMR0DR001Z.拡張子 

CMR 0 CH 001～ － 
・出来形管理資料（出来形管理図表（PDF）または、ビュワー付き３次元デ

ータ） 
CMR0CH001.拡張子 

CMR 0 IN 001～ － 
・施工履歴データによる出来形評価用データ（CSV、LandXML、LAS 等のポイ

ントファイル） 
CMR0IN001.拡張子 

CMR 0 AS 001～ － 
・施工履歴データによる出来形計測データ（LandXML 等のオリジナルデータ

（ＴＩＮ） 
CMR0AS001.拡張子 

CMR 0 GR 001～ － 
・施工履歴データによる計測点群データ（CSV、LandXML、LAS 等のポイント

ファイル） 
CMR0GR001.拡張子 

CMR 0 PO 001～ － ・工事基準点データ（CSV、LandXML、SIMA 等のポイントファイル） CMR0PO001.拡張子 

 

2) データ形式 
航空レーザー測量製品仕様書応用スキーマによると、データレコード構成の記述順は以下のと

おりとなる。 

ファイル構造：Idn，xn，yn，zn，An 

Idn：ID 番号（Id） 

xn：計測点座標値（x）・・・本管理要領では m 単位で mm まで記載 

yn：計測点座標値（y） ・・・本管理要領では m 単位で mm まで記載 

zn：標高値（z） ・・・本管理要領では m 単位で mm まで記載 

An：地表面属性値（A）・・・ﾒｯｼｭﾃﾞｰﾀの場合のみ，格子間隔内にｸﾞﾗｳﾝﾄﾞﾃﾞｰﾀが存在する 

場合は 1，しない場合は 0 を記載 

3) データ内容及び構造、参照系を示した文書 

2)について 記述順を変える場合や、レコード構成を省略する場合は、地理空間データ製品

仕様書作成マニュアルに沿って作成された航空レーザー測量製品仕様書応用スキーマを参考に、

データレコード構成を説明する文書を PDF で作成すること。 

4) 数量算出 

数量算出に利用した場合は、以下についても電子成果品として提出すること。 
・起工測量時の計測点群データ（CSV、LandXML、LAS ファイル等のポイントファイル） 

・起工測量計測データ（LandXML ファイル等の TIN ファイル） 
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第６章  管理基準及び規格値等 
６－１  出来形管理基準及び規格値 

本管理要領に基づく出来形管理基準及び規格値は、「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」

に定められたものとし、測定値はすべて規格値を満足しなくてはならない。 

【解説】 
１）測定箇所 

測定箇所は、土木工事施工管理基準により測点による管理を行う場合に定められた基準高、法長、

幅とは異なり、平場面、法面の全面の標高較差とする。 

法尻から水平方向に±5 ㎝以内に存在する計測点は標高較差の評価から除く。 

２）測定値算出 

標高較差は、３次元設計データの設計面と出来形評価用データの各ポイントとの鉛直方向

の離れを用い、平均値や個々の計測値の最大値、最小値を算出し、平場面、法面の全面で規格

値との比較・判定を行う。 
３）規格値 

規格値は、「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」の「３－２－１６－３－３浚渫船運転

工（面管理の場合）」、に記載されているものを利用することとする。出来形管理基準及び規格

値に示される「個々の計測値」は、すべての測定値が規格値を満足しなくてはならない。本管

理要領におけるすべての測定値が規格値を満足するとは、出来形評価用データのうち、９９．

７％が「個々の計測値」の規格値を満たすものをいう。 
なお、上記「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」の「３‐２‐16‐３‐３浚渫船運転

工（面管理の場合）」に示す基準を適用できない場合は、「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」

の「３‐２‐16‐３‐２浚渫船運転工」に示される出来形管理基準及び規格値によることがで

きる。 
４）測定基準 

現行の土木工事施工管理基準の測定基準には「延長方向は、設計図書により指定された測点

毎。横断方向は５ｍ毎」と定められているが、施工履歴データを用いた出来形管理の場合、平

場面、法面の全面で計測したデータがあることから、測定基準を「平場面、法面の全面（１m2

（平面投影面積）あたり１点以上）」とし、面的により的確な出来形管理を行うものである。 

６－２  品質管理及び出来形管理写真基準 

本管理要領に関する工事写真の撮影は以下の要領で行う。 

1）写真管理項目（撮影項目、撮影頻度[時期]、提出頻度） 

工事写真の撮影管理項目は、「写真管理基準(案)」による。 
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参考資料 
参考資料－１  参考文献 

1）「土木工事共通仕様書」（国土交通省各地方整備局） 
2）「土木工事施工管理基準及び規格値(案)」（国土交通省各地方整備局） 
3）「写真管理基準(案)」（国土交通省各地方整備局） 
4）「土木工事数量算出要領(案)」（国土交通省各地方整備局） 
5）「工事完成図書の電子納品等要領」（国土交通省） 
6）「国土交通省 公共測量作業規程」（国土交通省） 
7） 「施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領(河川浚渫工事編)(案)」（国土交通省） 
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参考資料－２  ３元設計データチェックシート 

 
 

平成   年   月   日 

                 工 事 名 ：              

                 受 注 者 名：              

                 作 成 者 ：           印  

 

 

 

３次元設計データチェックシート 

項目 対象 内容 

チェッ

ク 

結果 

 １）基準点及び 

  工事基準点 
全点 

・監督職員の指示した基準点を使用しているか？  

・工事基準点の名称は正しいか？  

・座標は正しいか？  

 ２）平面線形 全延長 

・起終点の座標は正しいか？  

・変化点（線形主要点）の座標は正しいか？  

・曲線要素の種別・数値は正しいか？  

・各測点の座標は正しいか？  

 ３）縦断線形 全延長 

・線形起終点の測点、標高は正しいか？  

・縦断変化点の測点、標高は正しいか？  

・曲線要素は正しいか？  

 ４）出来形横断面 

   形状 
全延長 

・作成した出来形横断面形状の測点、数は適切か？  

・基準高、幅、法長は正しいか？  

５）３次元設計 

データ 
全延長 

・入力した２）～４）の幾何形状と出力する３次元設計デー

タは同一となっているか？ 
 

 

※ 1 各チェック項目について、チェック結果欄に“○”と記すこと。 
※ 2 受注者が監督職員に様式－１を提出した後、監督職員から様式－１を確認するための資料

の請求があった場合は、受注者は以下の資料等を速やかに提示するものとする。 

・工事基準点リスト（チェック入り） 
・線形計算書（チェック入り） 
・平面図（チェック入り） 
・縦断図（チェック入り） 
・横断図（チェック入り） 
・3 次元ビュー（ソフトウェアによる表示あるいは印刷物） 

※ 添付資料については、上記以外にわかりやすいものがある場合は、これに替えること

ができる。 
 
 

（様式－１） 
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・工事基準点リスト（チェック入り） 
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・平面図（チェック入り）（例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※法線の中心点座標リスト部分を拡大 

（チェック入り）（例） 
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・縦断図（チェック入り）（例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・横断図（チェック入り）（例） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

✓ 
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・横断図（重ね合わせ機能の利用）（例） 

 

 
・３次元ビュー（ソフトウェアによる表示あるいは印刷物）（例） 

 

 
  

３次元設計データ 3 次元設計データと発注図面の重ね合わせ 
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参考資料－３  精度確認試験実施手順書及び試験結果報告書 

１．実施時期 

 作業装置位置の計測精度確認のため、出来形管理範囲着工前にテスト作業による精度確認試

験を実施する。また、作業期間中の精度を管理する目的で、静止状態での精度確認を日々実施する

こととする。 

 

２．実施方法 

１)テスト作業による精度確認 

施工前に、ＩＣＴ建機によるテスト作業を行い、施工履歴データの計測精度を確認する。確

認は下記の①、②のいずれかの方法によって行う。現場内にテスト作業で掘削・整形が行える適

切な場所が無い場合は②の方法にて確認を行う。精度確認結果は、様式－２に従って記録する。 

① 実際に掘削整形作業を行う方法 

施工に使用するＩＣＴ建機を用い、現場内の適切な場所で、平場を平坦に整形する作業

を行う。作業中に施工履歴データを記録する。作業後、トータルステーション（ＴＳ）で

出来形を検測する。施工履歴データから求める出来形と、ＴＳで検測した点の三次元座標

とを比較し、標高の差を算出する。これが表－ ３－２の精度確認基準を満足しているこ

とを確認する。 

テスト作業で整形する範囲は 5m×5m 以上とし、ＴＳでの検測はテスト範囲内で１６点

以上とする。 

 
図－ ３－１ 実際に掘削整形作業を行う方法の検測例 

 

② プリズムにて作業装置位置を計測する方法 

施工に使用するＩＣＴ建設機械を現場内に静置し、ＩＣＴ建設機械が施工履歴データと

して座標を記録する点に自動追尾式ＴＳで追尾・計測可能な全周プリズムを設置する。Ｉ

ＣＴ建設機械にて平場の整形作業を模した動作を行い、動作中の施工履歴データを記録す

るとともに、全周プリズムの三次元座標をＴＳにて追尾・計測する。動作中に記録した施

：ＴＳでの検測箇所

5ｍ以上
5ｍ以上
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工履歴データとＴＳで実測した三次元座標を比較し、標高の差の平均値を算出する。これ

が表－ ３－２の精度確認基準を満足していることを確認する。 

整形作業を模した動作を行う平面範囲は 5m×5m 以上とし、ＴＳで計測する点数は 16

点以上とする。 

 
図－ ３－２ プリズムにて作業装置位置を計測する方法の検測例 

 

 

2）静止状態での精度確認 

バケット位置精度の評価方法は、マシンガイダンス技術から提供されるバケット刃先座標と、

既知点、またはＴＳにより計測した座標との較差を算出し、水平・標高較差が精度確認基準に示

す基準値以内であれば、所要の性能を確保していると判断する。 

なお、本精度確認試験は、施工範囲内とは別に設けた陸上の任意の箇所で実施すればよく、１

姿勢の確認のみでよい。バケット位置精度の標準的な確認方法を図３に示す。試験結果は提出す

る必要はないが、監督職員の求めに応じて提出できるように保管すること。 

 
図－ ３－３ バケット位置精度の標準的な確認方法 

 

  

：整形を模した動作を行う範囲

5ｍ以上
5ｍ以上

施工履歴を記録する点
にプリズムを設置
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３．評価基準 

計測結果を従来手法による計測結果と比較し、その差が適正であることを確認する。 

 

表－ ３－１ 精度確認試験での精度確認基準 

試験モード 比較方法 精度確認基準 備 考 

テスト作業による

精度確認 

TS 計測値と標高較差 標高較差：±100mm 以内 現場毎に１回実施 

静止状態での精度

確認 

既知点、または TS 計測

値との水平・標高較差 

水平・標高較差：各±50mm

以内 

施工日毎に１回実

施 

 
 

４．実施結果の記録 

「１)テスト作業による精度確認精度確認」の実施結果を記録・提出する。  

本要領（案）の添付資料（様式－２）に、作業装置位置の取得精度に関する記録シートを示

す。 
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 精度確認試験結果報告書 
 

計測実施日：平成 29 年 2 月 18 日 
機器の所有者・試験者あるいは精度管理担当者：（株）施工履歴 

精度 太郎 印 

 
 

  

精度確認の対象機器 
メーカ   ：  ㈱ＡＢＣ社  
測定装置名称： SR420   
測定装置の製造番号： SN00022   

写真 

検証機器（検測点を計測する測定機器） 
ＴＳ  ：2 級ＴＳ ＧＰＴ〇〇〇〇 
 
 

写真 

 
測定記録 
測定期日：平成２９年２月１８日 
測定条件：天候 晴れ 
     気温 ８℃ 
測定場所：（株）施工履歴 

 現場内にて 
精度検証対象機器と既知点の距離： ○m 

写真 

 
精度確認方法 

①実際に掘削整形作業を行う方法 

 

 

（様式－２） 
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鉛直方向の精度確認試験結果（詳細） 
(1)施工履歴データの取得による確認 

 

(2)ＴＳによる検査点の確認 

  

(3)差の確認（鉛直方向の測定精度） 
施工履歴データの取得による計測標高 ―  ＴＳによる計測標高 

較差 

ΔＺ（各検測点における差の最大値） 

24mm 

基準 ±100 ㎜以内 
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第２版（平成３０年８月８日 誤字修正）
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